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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 7 年度 ～ 令和 7 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

78 1,022
17,900 1,000

補助率 242,560

定額

260,538 2,022

５．その他参考となる事項

歳入　　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　260,538千円

計

物価高騰（食料品、光熱水費、燃料費等）による家計負担の急激な増加に対し、嬉野市に住民登録のある市民に対し、現金10,000円を給付することで市民生活の下支えを迅
速かつ公平に行い、生活不安の拡大を防止する。現金給付は、用途制限がなく各世帯・個人が直面する物価高騰（食費・光熱水費・燃料費等）に柔軟に対応可能である。ま
た、全市民を対象とし、一律給付することで迅速な給付が可能となり、物価高騰への緊急的な生活支援が可能となる。

令和７年度 1月 補正予算

④地域福祉・生活福祉

7 新規 ○予算書ページ

予算体系 ２ 総務費 １ 総務管理費

総合計画による位置づけ 基本方針 　ともに支え笑顔あふれるまちづくり

１８ 生活者支援臨時給付金費 事業名 生活者支援臨時給付金事業

政策分野

実施主体 市 所属部 総合戦略推進部 所属課 企画政策課

物価高騰による家計負担の軽減を図るため、嬉野市に住民登録を有する市民全員に対し、1人あたり10,000円の現金給付を行う。

事業費(千円) 262,560 予算額(単位：千円)

実施年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

事業内容

物価高騰対応地
方創生臨時交付
金生活者支援給
付金事業

役務費

負担金、補助及び交付金

振込手数料110円×10,000件=1,100,000円

委託料 生活者支援臨時給付金給付支援業務

（補助金）

事業費(単位:千円) 262,560

260,538

県支出金

給付金【24,256人(R7.12.1現在)×10,000円=242,560,000円】

市債
財
源
内
訳

国庫支出金

一般財源 2,022

地方創生臨時交付金

ふるさと応援寄附金
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 7 年度 ～ 令和 7 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独
493
353
84

補助率 13
10/10 150

495
1,132
80,000

82,720

５．その他参考となる事項

（歳入）
国庫補助金
　物価高対応子育て応援手当支給事業費（10/10）

児童１人当たり20千円×4,000人＝80,000千円
　物価高対応子育て応援手当支給事務費（10/10）

2,720千円

一般財源 計

 20,000円×4,000人＝80,000,000円

地方創生臨時交付金

ふるさと応援寄附金 扶助費

（通信運搬費）郵便料　253,000円　（手数料）振込手数料　242,000円

電算システム改修費　1,131,900円市債 委託料

県支出金 役務費

旅費 （費用弁償）会計年度任用職員通勤手当　12,600円

財
源
内
訳

国庫支出金 82,720 需用費 (消耗品費) コピー用紙・トナー代等 150,000円

会計年度任用職員１人　492,075円

職員手当等 職員時間外勤務手当　352,680円

共済費 会計年度任用職員　社会保険料83,226円

事業費(単位:千円) 82,720

事業内容
物価高対応子
育て応援手当

報酬

実施年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

物価高の影響が長期化しその影響が様々な人々に及ぶ中、特に、その影響を強く受けている子育て世帯を力強く支援し、こどもたちの健やかな成長を応援する観点から、物
価高対応子育て応援手当（２万円/対象児童１人当たり）を支給するもの。

【基準日】　令和７年９月３０日
【対象者】　⑴　令和７年９月分の児童手当の受給者
　　　　　　　⑵　令和７年１０月１日以降令和８年３月３１日までに出生した児童の父母等
【支給額】　児童１人当たり　２万円

事業費(千円) 82,720 予算額(単位：千円)

予算書ページ 8 新規 ○実施主体 市 所属部 市民福祉部 所属課 子育て未来課

物価高対応子育て応援手当

総合計画による位置づけ 基本方針 　ともに支え笑顔あふれるまちづくり 政策分野 ①結婚・妊娠・出産・子育て

予算体系 ３　民生費 ２　児童福祉費 ３　児童手当費 事業名

令和７年度 1月 補正予算
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 4 年度 ～ 令和 7 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独
1,100
65,870

補助率

定額

66,970

５．その他参考となる事項

歳入 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　66,000千円

（事業費内訳） 【ポイント交付費積算】

※市直接支出
計 66,970千円

418千円

事務局委託費(カード発行、広報、
コールセンター業務　等)

5,352千円

諸経費（消耗品、振込手数料　等） 100千円
通信運搬費(付与通知送付) 1,100千円

計

ポイント交付費 60,000千円 ・3,000円×20,000人(カード所有見込者数) ＝60,000,000円

令和4年度 令和5年度

令和７年度 1月 補正予算

予算体系 ７　商工費 １　商工費

事業内容
ポイント付与に
よる経済活性化

うれしかーどを
活用した経済活
性化

ポイント付与に
よる経済活性化

ポイント付与に
よる経済活性化

２　商工振興費

所属課 観光商工課

負担金、補助及び交付金

実施主体 その他 所属部 産業振興部

事業名 経済活性化事業

総合計画による位置づけ 基本方針 　進化と創造、活力みなぎるまちづくり 政策分野 ③商工業

予算書ページ 9 新規

物価高騰により生活費負担が増加する市民を支援するために、「うれしかーど」ポイントを交付する。併せて、消費の落ち込みで打撃を受けている市内店舗の収益を向上させ
ることで経済活性化を図る。

財
源
内
訳

システムサポート費

役務費 (通信運搬費)付与通知の送付

うれしかーどを所有した市民を対象として、１人当たり3,000円分のポイントを交付する。

事業費(千円) 445,027 予算額(単位：千円)

実施年度 令和6年度 令和7年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

（補助金）嬉野市商工会への補助金

153,236 172,300 52,521 66,970

県支出金
国庫支出金

事業費(単位:千円)

市債

地方創生臨時交付金 153,235 161,285 50,876 66,000

ふるさと応援寄附金

一般財源 1 11,015 1,645 970
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【様式１】 事業計画書兼主要な事業の説明書

款 項 目

継続 ○

１．事業の目的・効果

２．事業内容

３．全体計画 事業期間 令和 4 年度 ～ 令和 7 年度 ４．本年度の事業費内訳
補助 単独

20
186 100

補助率 413
6,943
670

11,521

定額

５．その他参考となる事項
歳入 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 18,670千円
歳出
〇需用費（消耗品） 20,000円＝  20千円
〇役務費（手数料） 286,000円＝ 286千円
〇補助金（給食費）

塩田 小学生　4,500円×2月×450人＝
嬉野 小学生　4,500円×2月×820人＝
塩田 中学生　5,200円×2月×260人＝
嬉野 中学生　5,200円×2月×380人＝
転入者等

19,753 100計

3,952,000円
378,000円

2,704,000円

4,050,000円

一般財源 36 1 2,804 100

地方創生臨時交付金 7,200 7,057 13,203 19,753

ふるさと応援寄附金

嬉野学校給食センター

市債 【今回追加補正額】 11,521千円

県支出金

塩田学校給食センター

財
源
内
訳

国庫支出金 【今回追加補正額】 6,943千円

事業費(単位:千円) 7,236 7,058 16,007 19,853

学校給食食材
費補助、給食費
補助

需用費（消耗品費） 【今回追加補正額】事務用品　20千円

役務費（手数料） 【今回追加補正額】振込手数料　286千円

負担金、補助及び交付金 （補助金）

令和７年度 1月

事業内容
学校給食食材
費補助

学校給食費補
助

学校給食食材
費補助、給食費
補助

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている学校給食について、児童生徒の保護者の経済的負担を軽減するために給食費の一部を補助する。

事業費(千円)

補正予算

予算体系 10 教育費 5　保健体育費 学校給食費物価高騰対策事業

総合計画による位置づけ 基本方針 　しなやかでたくましい「人」育むまちづくり

5　学校給食費 事業名

政策分野 ①学校教育

実施主体 市 所属部 教育部 所属課 教育総務課 予算書ページ 10 新規

学校給食における給食費の一部を補助することにより、児童生徒の保護者の経済的負担を軽減することを目的とする。

50,154 予算額(単位：千円)

実施年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 内　　　　　　　　　　　　　　　　容

　　小学生

　　中学生

小計 18,464千円
合計 　　18,770千円

7,380,000円
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